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本日のテーマ
１．協同労働という働き方

２．各分野ごとの全国での協同労働の実践例

３．労働者協同組合法の活用
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テーマ１

協同労働という働き方
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労働者協同組合法が2020年12月4日、
第203回臨時国会において全会一致で成立

2022年10月1日施行

労働者協同組合
法について
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「多様」な就労機会の開発と地域ニーズに即した仕事おこし、
「持続可能な社会」に資することを目的化し、
共益と公益を両立させる42年ぶりの「協同組合法」



労働者協同組合
法について
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「労働者協同組合」
と「協同労働」
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協同労働について

協同労働とは

ともにはたらく仲間を認め合う
・「話し合い」を重要視（環境づくり、信頼を基礎に）
・「働きにくさ」を抱える人とともに

・誰かに決定を委ねず、自分たちで決める⇒働く意欲に繋がる
⇒職場自治から住民自治へ、そして社会そのものを民主主義に
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国内の｢労働者協同組合｣
「協同労働」

①日本労働者協同組合（ワーカーズコープ）連合会

（34団体、就労者1万5千人、年間事業高372億円）

失業当事者の就労創出から始まり、協同組合間連携・地域福祉・新しい公共分野で拡大

②ワーカーズ・コレクティブネットワークジャパン(WNJ)

(340団体、就労者7千人、年間事業高135億円) 

生活クラブ生協など生協運動から生まれた女性たちの社会貢献の起業組織

③障害のある人びとの就労創出に取り組む団体

NPO法人共同連、浦河べてるの家・・・

④農村女性起業（農村女性ワーカーズ）

（個人5,178、団体4,319、うち法人が1,554、2016年度農水省調べ）

農産物の加工・直売所・レストラン等

⑤住民出資による「協同売店」の起業

人口減少・高齢化地域において地域住民が出資した地域必需ニーズを満たす拠点

※実態として約10万人の就労者、1,000億円の事業規模。

協同労働の法制化の社会的根拠
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右図）アメリカのワーカーズコープの運転手
「タクシー配車アプリ」を自分たちで制作

画像引用）Youtube/[クロ現＋] 注目キーワード
解説「協同労働」とは

諸外国の状況



「労働者協同組合」
の歴史

■歴史から見る法制化という契機
・失業対策事業の縮小が進む中(1970年代)、「よい仕事」「地域に愛される

失対」を目標に掲げ、その実践を通して制度事業を改革しようとする、失対
労働者の組合の取り組み(民主的改革)が源流。

・雇用され指示命令に従う受動的な働き方で本当によい仕事が実現できる
か？お金も出し合い、みんなが主人公になれる働き方を模索➡世界で広がる
労働者協同組合に着目、自己を規定(1980年代)

・委託の仕事（自治体からの緑化、他の協同組合の清掃・物流）から広げ、
委託事業の限界に直面(1990年代半ば、運命を自己決定できない）➡自前の仕
事おこし（ヘルパー講座・職業訓練から地域福祉事業所づくり）

・公共の危機の克服（行政サービスの民営化を、営利化ではなく市民化に）
から、就労や生活困難な若者・障がい者・困窮者の支援、そして共に働く場
づくりへ(2000年代初頭）

・東日本大震災を契機に、生活の基礎（食・エネルギー・ケア）を地域で自
給し・循環する仕事づくりと、地域の中の居場所とコミュニティ・拠点を無
数に作り、持続可能な地域を実現する地域の産業・経済へ

・環境･気候･食料･民主主義などの「生存の危機」が問われる中、自治と共生
を育むための協同が、地域づくりの中心コンセプトに
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労働者協同組合法が
生まれる経過

●約50年に及ぶ「協同労働」の実践の事実

～広島市では8年前から「協同労働」を普及･･･各自治体から視察

●950を超える地方議会での労働者協同組合法の早期制定意見書決議

●協同組合（日本協同組合連携機構：JCA）や労働者福祉中央協議会
（労働組合・生協、こくみん共済コープ、労働金庫、ワーカーズ
コープなどの協同組合事業団体などで構成）などの賛同と支援

●与党協同労働の法制化に関するワーキングチーム（WT）の10数度
にわたる実務者会議で、当事者団体である日本労働者協同組合連合会
とワーカーズ・コレクティブネットワークジャパンの意見を丁寧に
聴取し、実態に即した法案作成を“共同作業”として行った

●超党派「協同組合振興研究議員連盟」やWTの国会議員、厚生労働
省などの官僚による、ワーカーズコープの現場視察が行われ、組合
員の声と姿に直接触れ、職場で主体的・協同的に働く姿を体感し、
法制化の必要が強く確信された
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法律のポイント
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法律のポイント
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法律のポイント
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労働者協同組合法の一部
改正
「特定労働者協同組合」
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テーマ２

各分野ごとの

全国での協同労働の実践例
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「労働者協同組合」
について
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日本労協連 加盟組織の事業構造（2021年度 372億円）



◇子育て関連

「保育所ぶどうの樹」

 2004年に訪問介護＋託児所という形でスタート

 開設当初は子どもが少なく、園児募集のチラシを手作りで配布

 とてもアットホームで、困りごとも聞いてくれる保育園と次第に
評判に

 保護者や仲間に出資を呼びかけ2015年4月に認可保育園に

 保育者主導ではなく子ども主体の保育

 在園児家庭だけでなく、「みんなの居場所」に

 その他、全国では･･･保育園、学童保育、児童館、院内保育、

病児病後児保育、親子ひろば、一時保育、トワイライトステイ

ショートステイ、泣き声通告安全確認、こども食堂、学習支援等
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◇高齢者福祉関連

「西山そらの学校」

 休校となった西山小学校を利活用できないか

⇒地域の同意を得て、廃校に

 デイサービスを軸に、地域住民との介護予防体操や

食事懇談会、生活支援（よろずや西山）、宿泊保育の受け入れ、

食品加工事業を実施

 その他、全国では･･･訪問介護事業、居宅介護、小規模多機能、

グループホーム、配食サービス、共生型、フードバンク併設、

いこいの家運営
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◇小規模林業関連

NEXT GREEN 但馬

 若者サポートステーション豊岡の運営が軸

 公共職業訓練「新エネルギー・環境コース」企画

（BDF、林業基礎、小水力、太陽光発電の仕組み）

 修了生と共に立上げ

 事業内容
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持続可能な地域づく
りにむけた協同労働
の可能性

広島市協同労働モデル事業
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持続可能な地域づくり
にむけた協同労働の
可能性

広島市協同労働促進事業
（旧「協同労働」モデル事業）

現在、３０団体以上、３００人以上の方が就労している
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持続可能な地域づく
りにむけた協同労働
の可能性

広島市協同労働促進事業
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持続可能な地域づく
りにむけた協同労働
の可能性

広島市協同労働促進事業

24



京丹後市「協同労働推進事業」



地域の課題と
労協法への期待
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地域の課題と
労協法への期待

27

「誰か任せ」でなく、自分たちの地域の課題を
その地域に住む自分たちで解決しよう⇒「自治」



テーマ３

労働者協同組合法の活用
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日本労働者協同組合連合会では、法施行を前に200を超える設立等相談を受けている

どのような人たちが設立を考えているのか？

障がい者福祉に関わる方、子育て支援に関わる方、高齢者福祉に関わる方、若者支援に関わる方、

電気工事士グループ、芸能関係者、ウェブ制作に関わる方、農林水産業に関わる方、社会保険労務士、

歯科医師グループ、自治会等

2022年6月2日参議院厚生労働委員会にて

全国児童家庭支援センター協議会 橋本達昌 会長

「最近、児相OBやケアワーカー経験者、支援者仲間が市民活動的に連帯し、いわゆる協同労働の形態で
児童家庭支援センターや自立援助ホーム、ファミリーホームなど、小規模な社会的養育リソースを創設
し運営していこうという機運が高まっている。労働者協同組合法の理念が広く福祉関係者に浸透するこ
とで社会的養育を必要とする子どもたちのために何かしたいと願う市民有志らの熱意によって、小回り
が利いたりアットホームな雰囲気で子どもを包み込んだりといった、ユニークな社会資源が増えていく
ことにも期待したい。」
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徳島での県民からの設立相談事例（一例）

※徳島県は労働者協同組合および協同労働という働
き方の周知・広報に「とくしま協同労働サポート」
として2021年度予算計上。
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東京都
設立時４人→１１人
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もともと働いていた職場でのトップダウン運営に疑問
働くメンバーが主体となり、ボトムアップ運営の働き方を目指し立上げ
事業･･･造園・緑化、介護保険からはじまり、地域に求められる

放課後等デイサービス、生活困窮者就労支援のスタート
田んぼや、地域食堂、放デイの子どもたちと商店街との連携企画、
商店街での自転車を押して歩くことを啓蒙する企画「押し⁉チャリンピック」

企業組合
はんしんワーカーズ
コープ

兵庫県尼崎市
設立時７人→３３人



Camping Specialist 労働者協同組合（三重県四日市市）
『四日市は31万人のまちなのに、テントを張れる
キャンプ場が一つもない。何とかならないか』とコ
ロナ禍で遊びに来た友人から、四日市市義の樋口龍
馬さんが相談を受け、2年前に仲間と一緒に野営キャ
ンプ場を立ち上げ。山林・原野で不法投棄がすご
かった1万4000㎡の市有地を年間2万円で借り、2年間
かけて木を1本ずつ切りながら山を開墾して整備。昨
年は2,500件のキャンプ利用者が活用。10月15日に労
働者協同組合の創立総会を行い、同17日に設立登記。

「協同労働で立ち上げようと思った決定的な理由は、
ボランティアだと無責任にもなりかねないが、協同
労働では出資を行う雇用契約を結ぶことで、一定の
責任を持ちながら共に労働することができる。
今後、市議会議員として、協同労働をどうフォロー
アップできるか」（樋口市議）と10月5日には四日市
市議の超党派で協同労働推進議員連盟を設立。



宮古島の狩俣集落－自治会を母体にワーカーズコープ立ち上げ

宮古島の狩俣自治会では、少子高齢化（人口460人中18
歳以下は40人）により集落消滅の危機が迫る中で、持
続可能な地域をめざして、太陽光発電で充電した電気
自動車による通学や高齢者の通院などの送迎、休園し
ていた幼稚園の再開を実現し、給食づくりを有志でサ
ポート。売り物として扱われなかった地元産の魚の販
売を買い取り、総菜として販売する漁業の6次産業化、
後継者不足に悩むサトウキビ畑の管理などの事業を、
自治会の役員らが展開。自治会の事業にもかかわらず
法人格がないため個人名義の事業となっていた。

「自分たちが求めていたカタチとぴったりで、すぐ
に設立を決めた。一人ひとりが経営者みたいだ。若
い世代が戻りたいと思える地域づくりへ、労協を最
大限活用したい、と」。
4月には任意団体「かりまた共働組合」を設立、
11月7日に「労働者協同組合かりまた共働組合」の
設立総会を開催（朝日新聞2022年10月31日参照）



生活介護とカフェ（自主事業）を軸にした労協法人設立へ

・協同労働で柔軟に自分らしく働きたい

・ソーシャルワーカー5名が中心

・障がい者生活介護事業を主軸に地域ニーズに

応える仕事創出を目指して事業活動を始める

・2022年11月15日に設立総会を開催し、11月21日

に設立・登記

労働者協同組合
あるく
（熊本市東区）



コープ自然派しこく
の動き

 コープ自然派しこくとして、組合員がワーカーズコープを設
立していくことを方針として推進されている。

 2021年度より定期的な学習会を開催、そこに参加された方か
ら個別に設立を考えるグループが生まれ、相談が継続

 「自然派の食材を用いたカフェ」「マルシェ」

「エディブルフラワー」

⇒コープ自然派しこくの流通に乗せることもできる

・山間部に住む住民・組合員でワーカーズコープを立ち上げ、
配送困難地域の配送委託

 2022年7月に「もっと知りたい！ワーカーズコープ」開催
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労協法基準の団体と
法基準未満の
協同労働団体

 労協法で設立した団体

労働法制適用⇒最低賃金以上、雇用保険・社会保険など適用

 法基準未満「協同労働団体」

協同労働という働き方で、地域活動する

⇒収入も大きくない･･･法未満の任意団体

 協同労働という働き方

必ずしも「労協法人」だけの働き方でない

協同労働のNPO、協同労働の株式会社

文化を生み出していく
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協同労働という
働き方は
永遠に未完成

常に職場は「不安定」と隣合せ
 「みんなが同じ熱量」で取り組むのは大変

得意、不得意もある。個々の考え方もある。

熱量に差が生まれだすのは、情報の共有と「みんなで決める」

 メンバー構成、事業内容がずっと同じということはない

自分の意思でなく環境が変わることが起きたとき

 資金繰りのこと、お金の話ばかりやると、みんなのやる気が

出ない･･･本当の意味での責任を分かち合うとは

「協同労働」は仕組みの形（名詞）でもあるが、本質的には動詞

「協同労働できている」ではなく、「協同労働を目指している」

➡自分たちの職場の存在目的「指針」を軸に「話しあい」
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さいごに

 グローバル化が引き起こすもの

･･･対立・分断・孤立・排除・競争

･･･グローバル経済に代わる経済のあり方

⇒「つながる」経済

･･･ヨコにつながる。これからの社会づくりもヨコで

 協同労働という働き方による職場づくり（自治）を通して、

人と人、人と自然、あらゆる関係性のなかでの「協同する」

という精神を地域に広げていきたい。

そして、一人ひとりが「どういう地域社会の中で、

どういう生き方をしたいか」を考え、選び、行動する社会に。
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https://www.roukyouhou.mhlw.go.jp/
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